
 
 

平成２１年１０月からの要介護認定方法の見直しに係る検証について 
 

平成 22 年 1 月 15 日 
要介護認定の見直しに係る検証・検討会 

 
 
（１）平成 21 年 7 月 28 日に開催された、第 3 回の要介護認定の見直しに係る検証・検討 

会では、昨年 4 月の要介護認定方法の見直しにより、非該当者及び軽度者の割合が増加

したこと等を踏まえ認定調査員テキストを修正し、修正の考え方や内容を自治体等に十

分に周知すべきとした。 
また、厚生労働省に対し、見直し後の要介護認定の実施状況について、本検証・検討

会に報告するよう求めた。 
 
（２）本検証・検討会の指摘を受けて、厚生労働省において、認定調査員テキストが修正さ

れ、市町村への情報提供や調査員等に対する研修が行われた上で、昨年 10 月より市町

村等において新たな方法による要介護認定が開始された。今回、その実施状況につい

て、厚生労働省から報告があった。 
 
（３）まず、昨年 4 月から 9 月までに新規に要介護認定申請を行い、非該当者となった方等

に対し、市町村から再申請等を勧奨した結果、より適切な要介護認定となった。 
4 月からの見直しで影響があった方に対し、厚生労働省、自治体等の適切な連携により、

迅速な対応が図られ、要介護認定の現場が概ね安定したことについては、一定の評価

ができる。 
 
（４）次に、要介護認定のバラツキについては、全体的に相当程度小さくなっていることか

ら、平成 21 年 4 月以降の見直しによって、要介護認定のバラツキを抑えるという制度

改正の目的は一定程度達成できたと考えられる。 
 
（５）ただし、要介護度別の分布については、昨年 4 月からの見直しと比べると非該当者及

び軽度者の割合は大幅に減少し、概ね同等の分布となったものの、過去 3 年と比べて

一部の軽度者の割合が若干大きくなっていることも事実である。 
 

（６）本検証・検討会としては、これらの結果や、特記事項の活用が不十分であると思われ

る状況などを踏まえ、厚生労働省に対し、今後、各自治体等においてより充実した研

修が実施されるよう対応を徹底するとともに、認定調査及び介護認定審査会における

特記事項の活用について改めて周知することを求めたい。 
 
（７）以上により、平成 21 年 4 月に行われた要介護認定の見直しに伴う混乱については、

ほぼ終息し、本検証・検討会の目的は概ね達成できたものと判断し、本検証・検討会は、

今回で終了することとする。 
 
（８）なお、今後の要介護認定のあり方等については、介護保険制度全般の見直しに向けた

議論の方向性を待って、公開の場で議論を進めていくことが適当である。 


